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会社分割の登記手続き

司法書士･行政書士 星野文仁

１．有限会社が絡む会社分割の注意点
企業再生や会社のグループ再編、Ｍ＆Ａで会社分割を使うケースが増えている。つい最近扱った事例で、注

意点を書いてみたい。

このケースは、企業再生でＡ株式会社の不動産を、グループ内のＢ有限会社へ吸収分割によって移転させな
ければならない事例であった。

通常、吸収分割の場合には、債権者保護手続きとその前提となる決算公告の掲載等、一定の時間（約３か月
程度）を要する。

しかし、本事例は、有限会社が承継会社であったためさらに若干の時間を要することとなった。
なぜなら、会社法では、有限会社は会社分割における承継会社になることができず、必ず、株式会社に商号

変更（旧商法時代は、有限会社から株式会社に移行することを、「組織変更」と呼んだが、会社法においては
『商号変更』という。念のため。）しなければならないからである。

さらに、有限会社は、決算公告が義務付けられていないが、吸収分割の時点で、株式会社になっていれば、
『決算公告』を義務付けられるため決算公告をしなければならない。

文字で書くとわかりにくいので、手順を説明する。

①有限会社から株式会社への商号変更
②株式会社として決算公告
③債権者保護公告
④吸収分割の決議
⑤吸収分割の効力発生
⑥吸収分割の登記

という流れになる。

したがって、はじめにすべきことは、有限会社の「株式会社化」ということである。
また、決算公告ももちろん株式会社化してから行わなければならない点も要注意である。

２．不動産が絡む会社分割の注意点
グループ内組織再編の場合には、不動産が移転する会社分割をしたり、Ｍ＆Ａの場合にも不動産を吸収分割

させたり、新設分割したりする場合がある。

この場合には、取得税を特に注意すべきである。なぜなら、法人税法上の適格分割であっても、取得税法上
の適格にならなければ、取得税が発生するからである。

また、登録免許税も組織再編スキーム上の予算として見落とされがちであるので、充分に注意を要する。


